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厚 生 委 員 会 報 告 資 料
令和４年１月２０日 

件 名 
令和３年度子育て世帯等への臨時特別給付金事業における実施方法

の一部変更について 

所管部課名 福祉部 親子支援課 

内 容 

令和３年１２月９日に開催された厚生委員会（令和３年第４回定例

会）の報告内容に一部変更があったため、以下のとおり報告する。 

１ 変更内容 

変更前 変更後 

支給金額 
現金     ５万円 

クーポン(予定) ５万円 
現金１０万円 

支給方法 ２回に分けて支給 一括支給 

２ 対象児童 

（１）申請が不要な対象児童

ア 令和３年９月分の児童手当（本則給付）支給対象児（１５歳

以下）及び令和３年９月分児童扶養手当、児童育成手当支給対 

象児（以下「児童手当支給対象児等」という。） 

約７２，０００人 

イ アと同じ世帯の１６歳以上１８歳以下の児童

約１３，０００人

（２）申請が必要な対象児童

ア １６歳以上１８歳以下（平成１５年４月２日から平成１８年

４月１日生）の児童のみを有する世帯 

約１３，０００人 

イ 児童手当を在勤庁から受給している公務員世帯の児童

約２，０００人

合計：約１００，０００人 

３ 給付金支給対象者 

１８歳までの児童の保護者のうち、生計を維持する程度の高い 

者（生計中心者） 

所得制限あり：扶養人数が３人の場合９６０万円以下 
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◎ 所得限度額

扶養人数 所得限度額（万円） 収入額の目安（万円） 

１人 ６６０万円  ８７５．６万円 

２人 ６９８万円  ９１７．８万円 

３人 ７３６万円  ９６０．０万円 

４人 ７７４万円 １,００２．０万円 

５人 ８１２万円 １,０４０．０万円 

４ 支給金額 

  児童一人：１０万円 

※ 前回報告時は、児童一人：１０万円（現金５万円、クーポン

券５万円）のうち「５万円を先行支給」と報告したが、クーポ 

ン券による支給を行わないこととし、現金１０万円の一括支給

へ変更する。 

５ 児童手当支給対象児等を有する世帯（申請不要）への支給 

児童手当支給対象児等に対し、先行して支給した。 

令和３年１２月２７日（振込） 

  対象世帯数：４３，０５２世帯 

  給付金支給額：７３億９００万円（７３，０９０人） 

６ 申請が必要な者への支給について 

（１）１６歳以上１８歳以下（平成１５年４月２日から平成１８年

４月１日生）の児童のみを有する世帯 

（２）児童手当を在勤庁から受給している公務員世帯

  上記（１）世帯に対して、令和４年１月７日に通知発送。以降申 

請をいただいた方から順次審査の上、支給する。 

７ 執行体制 

  令和３年１２月６日付にて、新たに「子育て臨時特別給付金係」 

を設置し、対応している。 

問 題 点 

今後の方針 
区ホームページ掲載、広報等で周知を行う。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料
令和４年１月２０日 

件 名 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業の実施について 

所管部課名 福祉部 生活・暮らし臨時給付金担当課 

内 容 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、様々な困難に

直面した方々に対し、速やかに生活・暮らしの支援を行う観点から、

住民税非課税世帯等に対して、１世帯あたり１０万円を支給する給付

事業を実施する。 

１ 対象 

（１）住民税非課税世帯

基準日（令和３年１２月１０日）において、世帯全員の令和３

年度分の住民税均等割が非課税である世帯（生活保護受給世帯を 

含む） 

世帯数：約１００，０００世帯 

【参考】住民税均等割非課税限度額 

扶養している 

親族の状況 

給与収入額（目安） 

※１

所得限度額 

※２

単身又は扶養親

族がいない場合 
１００．０万円 ４５．０万円 

配偶者や子など

の親族を１名扶

養している場合 

１５６．０万円 １０１．０万円 

配偶者や子など

の親族を２名扶

養している場合 

２０５．７万円 １３６．０万円 

配偶者や子など

の親族を３名扶

養している場合 

２５５．７万円 １７１．０万円 

配偶者や子など

の親族を４名扶

養している場合 

３０５．７万円 ２０６．０万円 

障がい者、未成年

者、寡婦、ひとり

親の場合 

２０４．３万円 １３５．０万円 

【「収入」と「所得」の違いについて】 

「収入」とは、給与や賞与などを合計したもので、必要経費、健 

康保険などの各種保険料、税金などを差し引く前の年収のこと。 

「所得」とは、収入から必要経費を差し引いたもの。給与所得者 

の場合は、必要経費に相当する給与所得控除額を差し引いて所得を

算出する。 
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※１ 「収入が給与だけの場合」という条件で、所得限度額に相当

する給与収入額を試算したもの。 

※２ 住民税が非課税になる基準額のこと。税法上の扶養人数が増

えると限度額も上がる。また、障がい者、未成年者、寡婦、ひ 

とり親の場合は、扶養人数の多寡に関わらず、所得１３５万円 

以下だと住民税が非課税となる。 

【支給手続き】 

ア 区から対象世帯へ確認書を送付

イ 区へ確認書を返送

ウ 区は確認書の内容を確認の上、支給を決定

エ 口座へ入金後、振込通知書を送付

（２）家計急変世帯

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少し、令和３

年１月から令和４年９月までのいずれか１か月の収入を１２倍し 

た額が、住民税非課税水準である世帯（世帯全員がそれぞれ住民税

非課税水準） 

世帯数：約５，０００世帯（見込） 

【支給手続き】 

ア 申請書と家計急変を証する資料（給与明細等）を区へ提出

イ 区は申請書の内容を確認の上、支給を決定

ウ 口座へ入金後、振込通知書を送付

※ （１）及び（２）の両方とも、住民税が課税されている

者の扶養親族等のみで構成されている世帯を除く。

【申請書入手場所】 ※  １月２８日（金）から配置予定 

区民事務所（１６か所）、福祉事務所（５か所）、 

くらしとしごとの相談センター（別館１階）、 

足立区社会福祉協議会生活支援課（南館１１階）、 

地域包括支援センター（２５か所） 

２ 給付額 

  １世帯あたり１０万円 

３ スケジュール（予定） 

（１）住民税非課税世帯

令和４年１月２８日 確認書を対象世帯へ発送 

２月上旬以降 区は確認書の内容を確認 

振込口座等データ作成 

２月中旬以降 順次、口座へ振り込み 

※ 確認書の返送については、発送から３か月後の４月２７日ま

でに返送していただくよう案内する。ただし、４月２８日以降

に受給を希望する方でも、最終的な申請期限である９月３０日

までは受付が可能。
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（２）家計急変世帯

令和４年１月下旬   受付開始 

  受給希望者は、申請書と家計急変を証 

する資料を区に提出 

区は申請書の内容を確認 

２月中旬以降 振込口座等データ作成 

  ２月下旬以降 順次、口座へ振り込み 

９月３０日  申請期限 

４ 専用コールセンターの設置 ※ 外部委託で対応 

（１）設置日

令和４年１月２１日（金）

（２）時間

平日午前９時から午後８時まで

（３）コールセンター電話番号

０１２０－２４７－０３５

※ 子育て世帯への臨時特別給付金のコールセンターと同じ

問 題 点 

今後の方針 

広報、区ホームページ掲載などで周知を行うほか、１月３１日から

本庁舎に相談窓口を開設するなど、丁寧な周知・説明に努める。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料

令和４年１月２０日 

件   名 令和３年度第２回足立区医療的ケア児ネットワーク協議会の実施報告について 

所管部課名 福祉部 障がい福祉推進室 障がい福祉課 

内   容 

 第２回足立区医療的ケア児ネットワーク協議会を開催したので、以下のとおり報告

する。 

１ 日時 

令和３年１２月１７日（金）午後６時から７時３０分まで 

２ 場所 

区役所本庁舎１２０５会議室 

３ 委員及び出席状況 

別紙１のとおり 

４ 議事 

（１）医療的ケア児生活実態調査アンケート結果の報告 

（２）相談体制の構築について 

（３）その他報告事項 

５ 議事内容・意見等 

生活実態

調査 

 今年度実施した調査結果について報告した。

 今後の医療的ケア児施策を検討する際のエビデンスとして活用

する。

相談体制 

の構築 

 アンケート結果では総合的な相談窓口を求める声が多いが、情報

を適宜入手でき、必要な支援につながることが主旨ではないか。 

 ポータルサイトから、メールやオンラインでの相談につながる方

が、保護者にとっては窓口設置よりも利便性が高いのではないか。 

 今夏に作成したサービスを一覧にしたリーフレットはよくでき

ているので、積極的に活用してほしい。

 訪問看護ステーションや家族会も保護者の相談先となっている

ので、協力できるのではないか。

その他 

報告事項 

 区立保育園での医療的ケア児（３名）受け入れについて、映像を

交え現在の状況を報告した。

 ９月に施行された「医療的ケア児及びその家族に対する支援に

関する法律」をめぐる国・都の動向について情報提供した。

問 題 点 

今後の方針 

医療的ケア児支援のポータルサイト（様々なコンテンツへの入口となるＷｅｂサイ

ト）の具体化について、先進自治体の状況を調査し、検討していく。 
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医療的ケア児ネットワーク協議会 委員名簿 

分野 所属 氏名 出欠 

１ 学識 東京医療保健大学 東が丘・立川看護学部 玄 順烈 

２ 医療 足立区医師会 （いずみ記念病院） 山崎 勝雄 

３ 医療 足立区歯科医師会 （市川歯科医院） 市川 敬一 欠席 

４ 障がい 都立北療育医療センター 城北分園 松井 美穂子 欠席 

５ 障がい 都立北療育医療センター 城北分園 松﨑 敬 

６ 医療 スマイル訪問看護ステーション 山本 純子 

７ 障がい 楽患ナース訪問看護ステーション・楽患チャイルド 岩本 ゆり 

８ 障がい 療育室つばさ・相談室とまりぎ 草野 遥香 

９ 保育 足立つくし幼稚園 寺山 早苗 

１０ 保育 うめだ「子供の家」 廣岡 和明 

１１ 教育 都立花畑学園 髙橋 淳 欠席 

１２ 教育 区立鹿浜西小学校 藤巻 久美子 

１３ 教育 区立竹の塚中学校 齋藤 由美子 欠席 

１４ 家族 足立区重症心身障害児（者）を守る会 村上 節子 

１５ 家族 足立区肢体不自由児者父母の会 蔵津 あけみ 

１６ 行政 
福祉部 

（福祉部障がい福祉推進室長兼務） 
中村 明慶 

１７ 行政 福祉部障がい福祉推進室障がい福祉課 小山 幸俊 

１８ 行政 福祉部障がい福祉推進室障がい援護担当課 日吉 理人 

１９ 行政 福祉部障がい福祉推進室障がい福祉センター 髙橋 俊哉 

２０ 行政 子ども家庭部こども支援センターげんき 橋本 太郎 欠席 

２１ 行政 子ども家庭部こども支援センターげんき支援管理課 門藤 敦良 

２２ 行政 子ども家庭部子ども政策課 菊地 崇 欠席 

２３ 行政 子ども家庭部子ども施設指導・支援担当課 古川 弘雄 欠席 

２４ 行政 子ども家庭部子ども施設運営課 島田 裕司 

２５ 行政 衛生部衛生管理課 山杉 正治 欠席 

２６ 行政 
教育指導部 

（教育指導部就学前教育推進課長事務取扱） 
荒井 広幸 

２７ 行政 教育指導部教育指導課 八尋 崇 欠席 

２８ 行政 学校運営部学務課 飯塚 尚美 

別紙１ 
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